
小美玉市地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編）
について



１．地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編）の概要
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『地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編）』は、地球温暖化対策推
進法に基づき策定が義務付けられており、地方自治体自らの事務及び
事業で排出する温室効果ガス等の削減に関する計画です。

国の『地球温暖化対策計画』（R3年10月22日閣議決定）の改定内
容を踏まえ、『小美玉市地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編）（以
下、本計画）』を策定します。

5 年間︓2024（R6） 年度〜 2028 （R10） 年度

３．基準年度

１．概要

2013（H25） 年度

４．排出係数
基礎排出係数

２．計画期間



２．本計画の位置づけ（上位関連計画の整理）

2

『地球温暖化対策計画』（R3年10月22日閣議決定）の改定並びに本市の
上位関連計画の内容を踏まえ、本計画を策定します。また、関連計画の内
容に関しては本計画との整合を図ります。

『小美玉市第2次総合計画（後期基本計画）』
2023（令和5）年3月

『小美玉市環境基本計画』
2021（令和３）年3月

『小美玉市公共施設等総合管理計画（改訂版）』
2021（令和3）年3月※2023（令和５）年６月改定

『小美玉市地球温暖化対策実行計画
（事務事業編）』【本計画】
2024（令和6）年3月

『小美玉市公共施設建築物系個別施設計画』
2021（令和3）年3月※2023（令和５）年６月改定

※今後策定する区域施策編との整合を図る.

整合

『地球温暖化対策計画』
（令和3年10月22日閣議決定）

方針・目標値など
を反映

計画内容を
反映

【国の計画】

【本市の計画】



３．2030年に向けた具体的な数値目標 〈国の計画〉
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温室効果ガス排出量・吸収量
（単位︓億t-CO2）

2013
排出実績

2030
排出量 削減率 従来目標

（参考）

14.08 7.60 ▲46％ ▲26％

エネルギー起源CO2 12.35 6.77 ▲45％ ▲25％

部門別

産業 4.63 2.89 ▲38％ ▲７％

業務その他
（地方公共団体の排出が含まれる） 2.38 1.16 ▲51％ ▲40％

家庭 2.08 0.70 ▲66％ ▲39％

運輸 2.24 1.46 ▲35％ ▲27％

エネルギー転換 1.06 0.56 ▲47％ ▲27％

非エネルギー起源CO2、メタン、N2Ｏ 1.34 1.15 ▲14％ ▲８％

HFC等４ガス（フロン類） 0.39 0.22 ▲44％ ▲25％

吸収源 - ▲0.48 - (▲0.37億t-
CO2)

⼆国間クレジット制度（JCM）
官⺠連携で2030年度までの累積で１億t-CO2程度の国際的な
排出削減・吸収量を目指す。我が国として獲得したクレジッ
トを我が国のNDC（国が決定する貢献）達成のために適切に
カウントする。

-

・全体の目標は、温室効果ガス排出量を2030年時点で2013年度⽐の46％削
減を目指し、さらに50%の高みに向けて挑戦

・事務事業編（業務その他部門）は、2030年時点で2013年度⽐の51％削減

出典︓『地球温暖化対策計画』（令和3年10月22日閣議決定）



４．数値目標の達成に向けた対策 〈国の計画〉
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※電動⾞︓電気自動⾞、燃料電池自動⾞、プラグインハイブリッド自動⾞、
ハイブリッド自動⾞

【公共施設のハード対策】

相互に関連し、対策を講じていく必要あり。

出典︓公共施設への太陽光発電の導入等について(環境省)



５．『公共施設建築物系個別施設計画』の省エネ改修
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省エネ対策（ハード面）は、
『公共施設建築物系個別施設計画』
の施設整備水準に記載されていま
す。

建替えについても、⻑寿命化改修
と同様の整備レベルの省エネ対策
が計画されています。

⻑寿命化改修の整備レベルでは、
・複層ガラス（断熱窓・強化ガラス）
・照明︓LED化
・断熱化
・省エネルギー化

といった省エネ対策が計画されて
います。



６．公共施設の整備計画 (2021-2030) 〈本市の計画〉
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区分 施設名
年次計画

2021-2030
庁舎 分庁舎 建替え

消防署
消防本部・小川消防署 中規模修繕
美野⾥消防署 ⻑寿命化
玉⾥消防署 中規模修繕

その他
集会施設

農村⼥性の家 解体
農村環境改善センター 解体
羽鳥ふれあいセンター 解体

（仮称）⽣涯学習交流施設 新設
（仮称）羽鳥駅東口複合施設 新設

資料館等 小川資料館 ⻑寿命化

スポーツ
施設

農村環境改善センタープール 解体
希望ヶ丘公園 ⻑寿命化
小川運動公園 旧管理棟 解体
小川運動公園 体育館 解体
小川運動公園 多目的体育館(管理棟） 中規模修繕
小川南中学校 セミナーハウス棟 解体
旧小川小学校 体育館 解体

保健・福祉
施設

医療施設

玉⾥保健福祉センター ⻑寿命化
玉⾥ふれあいサロン ⻑寿命化
国⺠健康保険⽩河診療所 解体

公⺠館 羽鳥公⺠館 解体
小川公⺠館 解体

小学校・
中学校

野田小学校 校舎・体育館 解体
上吉影小学校 校舎・体育館 解体
下吉影小学校 校舎・体育館 売却/貸付
小川北中学校 校舎 中規模修繕
小川北義務教育学校 校舎 新設
竹原小学校 校舎 中規模修繕
竹原小学校 体育館 ⻑寿命化
羽鳥小学校 校舎・体育館 ⻑寿命化

区分 施設名 年次計画
2021-2030

小学校・
中学校

納場小学校 校舎・体育館 ⻑寿命化
美野⾥中学校 体育館 ⻑寿命化
玉⾥小学校 校舎 解体
玉⾥北小学校 校舎・体育館 解体
玉⾥東小学校 校舎・体育館 解体
玉⾥中学校 校舎 解体

図書館 美野⾥公⺠館図書室 解体
小川図書館 ⻑寿命化

公⺠館 美野⾥公⺠館 解体

幼稚園

納場幼稚園 中規模修繕
堅倉幼稚園 解体
羽鳥幼稚園 解体
元気っ子幼稚園 中規模修繕
玉⾥幼稚園 解体

給 食 セ ン タ ー 玉⾥学校給食センター 解体

公営住宅

ハトリ第２団地 ⻑寿命化
大塚団地 ⻑寿命化
山川住宅 解体
下田住宅 解体
上吉影住宅 解体

その他 玉⾥商⼯会館 譲渡

廃止施設

旧小川小学校 解体
旧小川幼稚園 解体
旧橘小学校 解体
旧橘幼稚園 解体
旧下吉影幼稚園 解体
旧防衛協会茨城出張所 解体

凡例 ⻑寿命化 改築

※放課後子供プランは面積が小さいため記載していない



７．⼆酸化炭素の排出量と推移（2013年度〜2021年度）
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温室効果ガス排出量は、2021（R3）年度で8,556 t-CO2となっています。
排出量の推移としては、 2018（H30）年度までは概ね増加傾向で推移し
2019（R1）〜2020（R2）年度の期間は減少し、 2021（R3）年度には増
加しています。
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８．⼆酸化炭素の排出量（2021年度 施設分類別構成比）
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⼆酸化炭素排出量の排出構成（2021年度)を施設分類別にみると、学
校・水道施設が約3割と最も多く、次いで福祉施設が約１割となっています。

・医療施設は、四捨五入により、施設として含まれているものの、構成⽐上は０％となっています。

美野⾥・小川浄⽔場
の排出量が多い

小美玉学校給食センター
の排出量が多い

⇒地産地消協定の締結により、
給食センターを除く学校施設は
排出量が減少する⾒通し。

四季健康館
玉⾥保健福祉センター・玉⾥

ふれあいサロンなどの
の排出量が多い

四季文化館
小川文化センター（アピオス）

の排出量が多い

⾏政施設, 6%

文化施設, 9%

福祉施設, 
11%

学校施設, 
29%

スポーツ施設, 2%
公園施設, 3%

消防施設, 2%

商業施設, 5%

医療施設, 0%

水道施設, 
27%

公⽤⾞, 4%

その他施設, 2%

・医療施設は、全体数との⽐率の関係により、施設として含まれているものの、

2021年度総排出量
8,556 t-CO2



９．⼆酸化炭素排出量（エネルギー・非エネルギー比率 2021年度）
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CO2排出起源別の構成割合（2021年度）をみると、電気が83％と最も
多く、次いで灯油・その他が6％、 A重油・ガソリン２％の順となってい
ます。

※液化石油ガスとその他エネルギーは、利⽤しているものの四捨五入により、
構成⽐上は０％となっています。

電気, 83%

液化石油ガス, 0%

ガソリン, 2%

A重油, 2%

軽油, 1%

灯油, 6% その他エネルギー, 0%

その他, 6%

2021年度総排出量
8,556 t-CO2



１０．課題
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従来まで施策の取り組み状況などを踏まえた課題を以下に示します。

【課題１】太陽光発電設備等の再⽣可能エネルギーの導入は一定数進んでいるものの、
⼆酸化炭素排出量の現状から更なる再エネ導入の推進が課題です。

方針１ 再生可能エネルギーの導入推進

方針２ 省エネルギー化の推進

方針３ 公共施設のストック適正化

方針４ 環境配慮⾏動の推進

【課題２】照明のLED化や空調更新など省エネルギー化の事業が⾏われているものの、
削減目標の達成を踏まえると更なる省エネルギー化の推進が課題です。

【課題３】公共施設の利⽤者数の動向などエネルギー使⽤に関わる施設利⽤の状況に
ついて既存計画と整合を図りながら計画を推進することが課題です。

【課題４】前回計画では「購入にあたっての配慮事項」などを定めており、計画改定
にあたっては国の動向などを盛り込んだ環境配慮⾏動の推進が課題です。



１１．⼆酸化炭素排出量目標値の設定
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二
酸
化
炭
素
排
出
量

2030年度
（R12年度）

7,851t-CO2

3,847t-CO2

2013年度
（H25年度）

2021年度
（R3年度）

8,556t-CO2

<基準年＞

2028年度
（R１０年度）

5,417t-CO2

５１％削減
（2013年度比）

9％増

(t-C
O

2)

<本計画の最終年度>

2013（H25）年度の⼆酸化炭素排出量は7,851t-CO2あり、国の目標に
基づき2013年度⽐で51％削減した2030（R12）年度の値は3,847 t-CO2
となります。

その目標を達成するため、2028（R10）年の⼆酸化炭素排出量の目標
値を5,417 t-CO2とします。

３1％削減
（2013年度比）

〈国の示す目標年度〉



１２．計画の体系
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方針１ 再生可能エネルギーの導入推進
太陽光発電設備や電気自動⾞充電設備、再エネ由来の電⼒等

の調達による再⽣可能エネルギーの導入を推進します。

削減目標： 1,681t-CO2

目標値達成のため、方針１〜４の内容については以下の通りです。

方針２ 省エネルギー化の推進
省エネ設備の導入や省エネ⾏動の実践により、省エネルギー

化を推進します。

削減目標：294t-CO2

方針３ 公共施設のストック適正化
施設のエネルギー使⽤量削減につながる公共施設の廃止、売

却/貸付などの公共施設のストック適正化を推進します。

削減目標： 1,000t-CO2

環境に配慮した物品調達や廃棄物の削減、公⽤⾞の電気自
動⾞への切り替えなどを進めることにより、環境配慮⾏動を
推進します。

方針４ 環境配慮⾏動の推進 削減目標： 164t-CO2



１３．施策（案）方針１
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1 ．太陽光発電設備等の導入可能性調査の推進

方針１ 再生可能エネルギーの導入推進

2 ．太陽光発電設備等の導入推進

公共施設等への再⽣可能エネルギー設備等を導入するため、太陽光
発電設備等の導入可能性調査を推進します。

公共施設への再⽣可能エネルギーを積極的に導入
するため、導入可能性調査の結果を踏まえ、太陽光
発電等の導入を最大限推進します。また、改築等の
際には太陽光発電等の設備を設置します。

施策名 目標の達成状態 実施年度（予定）

再⽣可能エネルギーの
導入可能性調査 調査の実施 2024（令和6）年度〜2025（令和７）年度

施策名 目標の達成状態 実施年度（予定）

再⽣可能エネルギー設備の導入 調査結果に基づく
設備導入の実施 2026（令和8）年度〜2028（令和10）年度



１４．施策（案）方針１
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方針１ 再生可能エネルギーの導入推進

3 ．電気⾃動⾞充電スタンドの導入
再エネ由来の電気を⽤いた電気自動⾞の利⽤を促進するため、電気

自動⾞充電スタンドの導入を推進します。

再⽣可能エネルギー由来の電⼒調達を推進しま
す（指定管理者への要請を含む）。また、「ゼロ
カーボンシティに向けたエネルギー地産地消に関
する包括連携協定」に基づき、市内の教育施設等
へごみ発電由来の電⼒の調達を進めます。

4 ．再エネ電⼒等調達の推進

施策名 目標値 実施年度（予定）

電気自動⾞充電スタンドの導入 10基 2026（令和8）年度〜2028（令和10）年度

施策名 目標の達成状態 実施年度（予定）

再エネ電⼒等の調達 再エネ電気の購入
連携協定の継続実施 2024（令和6）年度〜2028（令和10）年度



１５．施策（案）方針２
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1 ．省エネルギー設備等の導入

方針２ 省エネルギー化の推進

No モデル施設名 建築年度 延べ床面積（㎡） 構造

1 美野⾥消防署 1982（S57）年度 897 ㎡ RC

2 玉⾥保健福祉センター 1980（S55）年度 1,383 ㎡ RC

3 玉⾥ふれあいサロン 2000（H12）年度 521 ㎡ RC

4 四季健康館 1995（H 7）年度 2,869 ㎡ RC

5 市役所 本庁舎 1974（S49）年度 3,927 ㎡ RC

表.モデル施設

公共施設のエネルギー使⽤量を削減するため、設備更新の状況等を
考慮して、 改築施設等のZEB化（ZEB Ready相当）、省エネルギー
改修、LED照明の導入による省エネルギー設備等の導入を進めます。

なお、本計画において省エネ改修の実施を目指す施設として、モデ
ル施設を設定します。

※『小美玉市公共施設建築物系個別施設計画』と同様の記載時期としています。

施策名 目標値 実施年度（予定）※

モデル施設における
省エネ設備等の導入 5施設 2021（R３）年度〜2030（R12）年度



１５．施策（案）方針２
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1 ．省エネルギー設備等の導入

2 ．省エネ活動の推進

方針２ 省エネルギー化の推進

公共施設におけるエネルギー使⽤量を削減するため、クールビズ・
ウォームビズ、節電・減灯、インフォーメーションによる節電の周知
などの省エネ活動を推進します。

また、改築予定の市役所本庁（分庁舎）については、ZEB Ready
相当として計画します。加えて、美野⾥中学校体育館の空調改修を⾏
います。

施策名 目標の達成状態 実施年度（予定）

市役所 分庁舎の改築 ZEB Ready相当の達成 2024（R6）年度〜2025（R7）年度

美野⾥中学校体育館空調改修 空調改修の達成 2024（R6）年度〜2028（R10）年度

施策名 目標の達成状態 実施年度（予定）

省エネ活動 公共施設における省エネ活動の実施 2024（R6）年度〜2028（R10）年度



１６．施策（案）方針３
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1 ．公共施設の廃止

方針３ 公共施設のストック適正化

2 ．公共施設の一部廃止
公共施設のストック適正化のため、 『公共施設建築系個別施設計

画』に定める⽼朽化や未利⽤状態などとなっている公共施設の一部
廃止を進めます。

公共施設のストック適正化のため、『公共施設建築系個別施設計
画』に定める公共施設の廃止を進めます。

公共施設のストック適正化のため、 『公共施設建築系個別施設計
画』に定める公共施設の売却/貸付を進めます。

３ ．公共施設の売却/貸付

施策名 目標の達成状態 実施年度（予定）

公共施設のストック適正化 『公共施設建築系個別施設計画』
に基づく施設の廃止、売却/貸付 2021（R３）年度〜2030（R12）年度※

※『小美玉市公共施設建築物系個別施設計画』と同様の記載年度としています。



１７．施策（案）方針４
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2 ．3R+renewableの推進

環境配慮契約法やグリーン購入法などに基づく、環境にやさしい
物品調達を推進します。なお、茨城県の示す「茨城県グリーン購入
推進方針」などを参考に環境負荷の低い物品調達を図ります。

廃棄物由来の⼆酸化炭素排出量を削減するため、廃棄物の3R
（Reduce Reuse Recycle）+renewable推進します。

1 ．環境にやさしい物品調達等の推進

方針４ 環境配慮⾏動の推進

施策 目標の達成状態 実施年度（予定）

3R+renewableの推進 3R+renewableの実施 2024（R6）年度〜2028（R10）年度

施策 目標の達成状態 実施年度（予定）

環境にやさしい物品調達等の推進 環境負荷の低い
物品調達の実施 2024（R6）年度〜2028（R10）年度



１７．施策（案）方針４
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3 ．公⽤⾞の電気⾃動⾞への切り替えの推進
公⽤⾞の使⽤による化石燃料の利⽤を削減するため、公⽤⾞の電

気自動⾞への切り替えを推進します。

方針４ 環境配慮⾏動の推進

施策 目標値 実施年度（予定）

公⽤⾞の電動⾞への切り替え 11台 2026（R8）年度〜2028（R10）年度



１8．ロードマップ（案）
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地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編） 計画期間

2024年度
（R6）

2025年度
（R7）

2026年度
（R8）

2027年度
（R9）

2028年度
（R10）

方
針
１

方
針
２

方
針
３

方
針
４

２．太陽光発電設備等の導入推進２．太陽光発電設備等の導入推進
３．電気⾃動⾞充電スタンドの導入３．電気⾃動⾞充電スタンドの導入

４．再エネ電⼒等調達の推進４．再エネ電⼒等調達の推進

１．太陽光の導入可能性調査１．太陽光の導入可能性調査

1．環境にやさしい物品調達等の推進1．環境にやさしい物品調達等の推進

1．省エネルギー設備の導入1．省エネルギー設備の導入

2．省エネ活動の推進2．省エネ活動の推進

3．公共施設の売却/貸付3．公共施設の売却/貸付
2．公共施設の一部廃止2．公共施設の一部廃止
1．公共施設の廃止1．公共施設の廃止

2．3R+renewableの推進2．3R+renewableの推進
3．公⽤⾞の電気⾃動⾞への切り替え推進3．公⽤⾞の電気⾃動⾞への切り替え推進

※『小美玉市公共施設建築物系個別施設計画』に準じ、
2030年までの内容を反映している。



１９．計画の推進体制
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「地球温暖化対策推本部」と「地球温暖化対策推進ワーキングチーム」
において、計画の進捗管理を⾏い計画の実⾏を推進します。

地球温暖化対策推進本部
本部⻑︓市⺠⽣活部⻑
部会員︓各課（課⻑級）
事務局︓環境課

各課

地球温暖化対策推進
ワーキングチーム
リーダー︓環境課⻑
部 会 員 ︓各課（課⻑級）
事 務 局 ︓環境課

・予算化
・発注

・計画の進捗状況の報告

・支援、指示、是正

・進捗状況に応じ指示、是正

計画の実行

・施設エネルギーデータの報告
・省エネ改修施設の報告


